
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・入札及び契約に関する事務（つくば市入札審査委員会の開
　催、入札の執行、契約書(売買、賃借、請負その他の契約)
　の作成）及び全業種全面一般競争入札を実施している。
・入札参加資格の登録に係る申請受付及び書類審査を、年２
　回（２月・９月）実施し、審査から業者情報のシステム登
　録を経て、有資格者名簿を作成のうえ公表する。なお、登
　録業者情報は、庁内イントラネットにより、事業担当課が
　発注時の業者選定等に活用できる。

　地元企業の受注機会の確保、育成等及び入札不調等を極力
回避できるような仕組みづくりを基本方針とした入札制度運
用方針の策定により、競争性の確保や入札事務の透明性等を
図ることができた。
　また、資格登録の申請及び審査を実施し、公正かつ適正な
入札・契約事務の執行を図ることができた。

・全面一般競争入札及び電子入札により、公正・円滑な契約
　締結をする。
・９月及び２月に、申請受付及び資格審査を実施する。
・有資格者名簿の作成及び公表、登録業者情報に関する変更
　届の処理を行う。

・入札実施実績　一般及び指名競争入札　810件（内訳：建
　設工事210件、コンサル167件、物品・役務・印刷433件）
・９月及び２月に申請受付、資格審査等を実施（処理件数：
　９月追加受付193件、２月追加受付226件）
・入札制度運用方針を策定し、10月１日から運用開始
・運用方針策定に伴い、最低制限価格取扱要領及び低入札価
　格調査実施要領等の改正を行った。

継続

入札・契約事務事業

一部委託

01-020107-15 事業契約に要する経費

       889.0

       453.0

       825.0

     3,354.0

       800.0

       442.0

       792.0

     3,245.0

       810.0

       419.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方自治法等関係法令、つくば市契約規則

　公共調達の入札及び契約手続きにおける競争性の確保及び
適正な契約を確保する。
　また、入札参加資格登録申請にあっては、資格の審査、情
報の登録及び有資格者名簿の管理等を行い、登録情報を各事
業担当課が利用することにより、発注事務の効率的かつ適正
な執行を図る。

年間入札実施件数

入札参加資格登録申請（審査）の実施件数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

053

活動指標

活動指標

57

総務部契約検査課

入札管理係・契約管理係

件

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費：運賃1,310円*2*5回＝13,100円=14千円
需用費：事務用消耗品180千円+図書28千円+追録代70千円+新聞購読料94千円+ゴム印代10千円
　　　　+印刷製本費73千円＝458千円
役務費：公共工事発注者支援ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ利用料32,460円+自治体契約実務Web利用料31,392千円＝64千円
委託料：業者管理システム管理委託料　1,601千円、
　　　　業者管理システム改修委託料　3,372千円
使用料及び賃借料：いばらき電子入札システム共同利用料3,649千円
備品購入費：図書備品13千円
負担金補助及び交付金：
　茨城県電子調達システム共同利用負担金　335千円

      46,124       50,519

拡充

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         5.00          6.00

     1,744.00      1,124.00

有 無

      39,936       45,132

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　入札参加資格審査申請の電子システム導入を図るため。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         389          457          755            0

       5,799        4,930        8,748            0

       6,188        5,387        9,503            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・入札監視委員会定例会議を年２回（７月～８月、１月～２
　月の各１回）開催、当番委員が抽出する市発注事業の入札
　及び契約に係る手続等について質疑・評価等を受けて適正
　な事務事業の執行に資する。
・談合情報等が寄せられた際には、情報の信憑性等を勘案し
　た上で必要に応じて公正入札調査委員会を開催、事後の対
　応を協議し決定する。具体的な対応については「談合情報
　対応マニュアル」を策定している。

　入札監視委員会は外部委員で構成されており、公正な第三
者の立場から市民目線の意見や専門的見地に立った助言等を
得ることができた。この委員会の会議概要をホームページで
公表することで、入札・契約関連の事務手続きの透明性の向
上に寄与することができた。

・入札監視委員会定例会議を２回（７月～８月、１月～２月
　）開催し、質疑及び評価並びに報告等を行う。
　会議結果の概要は、市ホームページ内「入札のひろば」に
　おいて公表する。
・談合情報等が寄せられたとき、情報の信憑性等を勘案した
　上で必要に応じて公正入札調査委員会を開催し、事後の対
　応を協議し決定する。

・入札監視委員会定例会議を２回（７月27日、１月31日）開
　催、質疑及び評価並びに報告等を行った。
　結果の概要は、順次市ホームページ内「入札のひろば」に
　おいて公表した。
・対象：832件中14件を抽出
・公正入札調査委員会は開催なし。

継続

入札監視委員会等運営事業

職員のみ

01-020107-15 事業契約に要する経費

         2.0

        14.0

         2.0

        14.0

         3.0

        14.0

         2.0

        14.0

         2.0

        14.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　入札・契約適正化法（平成12年法律第127号）において努
力義務とされている第三者委員会（外部委員で組織するもの
）を設置し、これを適正に運営することにより、入札及び契
約手続の公正性の確保及び透明性の向上に資する。
　また、談合情報等に対して的確な対応を図り、市が発注す
る工事又は製造の請負、業務委託、物件調達等に係る入札及
び契約事務を適正に執行する。

入札監視委員会定例会議開催回数

入札監視委員会定例会議時における抽出事案数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

054

活動指標

活動指標

総務部契約検査課

契約管理係

回

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費：委員謝礼　160千円
　定例会議：10,000円*7人*2回＝140,000円
　事案抽出会議：10,000円*1人*2回＝20,000円
食糧費：委員飲み物代　3千円
　定例会議150円*7人*2回＝2,100円
　抽出会議150円*1人*2回＝300円
委託料：会議録作成委託料　92千円
　200円*60分*3.5ｈ*1.08＝45,360円
　200円*60分*3.5ｈ*1.10＝46,200円

       4,135        3,771

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.50

       174.00         28.00

無 無

       3,993        3,599

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         142          172          255            0

         142          172          255            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・前年度完成の建設工事において工程管理・施工技術・高度
　の技術を必要とする工事を旺盛な責任感をもって完成さ
　せ、かつ技術が特に優れ、また、災害等により緊急を要す
　る工事を献身的な努力で克服したなど優れた業績を残した
　建設業者を選考し、表彰を行う。

　建設業者の優れた功績をたたえ表彰することにより、建設
工事受注者に対し、公共工事の品質向上に関する意識付けが
図れた。

・つくば市建設業者褒賞要綱に基づき実施
　４月中旬　建設工事発注主管課説明会開催
　４月下旬　建設工事発注主管課長から推薦
　５月下旬　つくば市建設業者褒賞審査委員会開催
　６月上旬　優良建設工事表彰業者決定
　７月中旬　表彰式開催

つくば市建設業者褒賞要綱に基づき実施
　４月17日　建設工事発注主管課説明会開催
　４月24日までに建設工事発注主管課長からの推薦
　５月24日　つくば市建設業者褒賞審査委員会開催
　６月１日　 優良建設工事表彰業者決定
　７月10日　表彰式開催【表彰者18者】

継続

優良建設工事業者表彰

職員のみ

01-020107-16 業務検査に要する経費

         8.0

         0.0

        11.0

         0.0

        11.0

         0.0

        21.0

         0.0

        18.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市が発注した建設工事を誠意を持って適正に施行し、優れ
た成績で完成させた建設業者の事績をたたえ、もって建設業
の健全な振興と市政の発展に資する。

前年度優良建設工事業者の表彰者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

055

活動指標

総務部契約検査課

工事検査係

者



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費：表彰記念品　259千円
需用費：飲み物代　10千円
需用費：賞状印刷代　69千円

       2,400        3,114

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.30          0.40

         0.00          0.00

無 無

       2,133        2,823

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         267          291          338            0

         267          291          338            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・工事等の完成、完了を確認するための完成、完了検査を行
　う。
・工事等代金の部分払いをするとき、工事等を中止するとき
　に、及び契約を解除するときのための出来高検査を行う。
　工事等の完成前、完了前に既済部分を使用するとき、及び
　進捗状況等を確認するときのための中間検査を行う。

　市が発注する工事等の契約に基づいた適正な履行が確保さ
れた。また、中間検査時における指導助言により、能率的な
施工、技術水準の向上、安全管理など施工管理の向上が確認
できた。また、研修及び講習会への参加により検査に必要な
知識や最新の情報を得て、職員のスキルアップが図られた。

　地方自治法、つくば市契約規則、つくば市工事等検査規
程、工事請負契約約款、業務委託契約約款に基づき検査を実
施する。
　また、高度な知識の習得、検査職員のスキルアップを目的
として技術研修等に参加する。

・完成検査246件、中間検査102件、出来高検査１件
・完了検査92件、中間検査２件
・５、６月　新任担当の技術検査の進め方（各月１名）
・９月　舗装技術講習会（１名）
・10月　建設業活性化フォーラム（１名）
　　　　品質確保と入札契約の適正化（１名）
・11月　公共測量講習会（２名）、積算講習会（１名）
・１月　建築講習会（１名）
・２月　実地研修会（２名）

継続

工事・業務の検査事務

職員のみ

01-020107-16 業務検査に要する経費

       481.0

         0.0

       396.0

         0.0

       373.0

         0.0

       394.0

         0.0

       443.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

地方自治法、つくば市契約規則、つくば市工事等検査
 規程、工事請負契約約款、業務委託契約約款

　工事等の完成、完了を確認するため。
工事等代金の部分払いをするとき、工事等を中止するとき、
及び契約を解除するときのため。
　工事等の完成前、完了前に既済部分を使用するとき、及び
進捗状況等を確認するときのため。

工事完成及び業務完了の検査数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

056

活動指標

総務部契約検査課

工事検査係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費：工事材料等検査立会、研修・講習会参加　70千円
需用費：事務用消耗品18千円+図書218千円+現場用消耗品91千円＝327千円
役務費：建設副産物システム利用料9千円
負担金補助金：講習会45千円

      19,931       26,213

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.70          3.60

       178.00        172.00

無 無

      19,638       25,833

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         293          380          451            0

         293          380          451            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度


